























3.1 Leifer et al.（2001）によるラディカルイノベーションを成功に導く７つの要請













































文献 主なマネジメント階層 対象プロジェクトフェーズ 主なマネジメントの活動組織範囲 主な焦点
Markham(2002) 担当レベル 立ち上げフェーズ プロジェクト内 プロジェクトの立ち上げ
Leifer et al.(2001) ミドルレベル 推進フェーズ プロジェクト内外の社内部門横断 プロジェクトのマネジメント
Chesbrough(2003) トップレベル 全フェーズ 社内外 複数プロジェクトの全社的マネジメント
大














































































































































Leifer et al.（2001）は 10 社の成熟した大企業における 12 のラディカルイノベーショ






























































































































3.2 Leifer et al.（2001）のモデルに関する議論
















































ルーセント社は、1996 年に AT＆T 社から分離独立した通信機器分野の大手企業であり
米国本社に約 2 万人以上、世界中で 13 万人の社員を持ち、ベル研究所を中心に 1 万人以
上の研究者を持つ製造業企業であった。
ルーセント社がニューベンチャー活動を始めた動機は、最大の競争相手であるシスコシ

















10 この記述のための情報は、Chesbrough and Socolof（2000）、Chesbrough（2003）および日本の某
大手メーカーに所属する筆者の知人がルーセント社のニューベンチャーグループのバイスプレジデント














ャー活動をマネジメントするため NVG を 1997 年に設立した。
NVG の組織は、社外からのベンチャーキャピタル経験者や社内の R＆D 経験者などを
含むプレジデント以下 25 名のスタッフで構成された。その業務はディールフローの獲得、
プロジェクトのプロモーションおよびビジネスプランの作成などであった。











そして 2000 年からのルーセント社の業績悪化とその責任による 2000 年 10 月の CEO




































































そして第 3 の問題点は、NVG の株主価値や全社戦略への貢献度合いの測定が困難な点
で問題であった。NVG はコーポレイトベンチャーキャピタルという仕組みを用いている
ため、その利益に株主がどこまで関与できるかは困難な問題であった。例えば、そのベン
































































にルーセント製品はノーテル製品に性能進化で約 1 年分の遅れをとった。その結果、この分野での 2000
年のルーセント社のシェアは 15％に落ちたのに対し、インターネットの 75％がノーテル社の光伝送シス
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